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研究成果の概要（和文）：本研究では、これまで定性的にしか考察されてこなかったイノベーシ

ョンの地理的含意について、特許を利用した数量データの統計分析とフィールド調査を融合さ

せることによって近接性や地域集積の含意を検討した。その結果、日系企業によるアジアなど

の産業集積への展開、集積間ネットワークの状態、電機・電子メーカーを中心とした技術開発

状況、産業競争力および研究開発能力と集積との関係などが定量的に明らかになった。 

 
研究成果の概要（英文）：Based on the quantitative method of using patent data and other 

specified data, the aim of this research project is to analyze the geographical implication for 

industrial innovation in the high-tech industries, especially focused on flat panel and 

semiconductor industries. Several crucial elements are summarized that the research and 

development locations and the knowledge network are densely linked in Asian industrial 

agglomerations. 
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 直接経費 間接経費 合 計 

２００９年度 1,400,000 420,000 1,820,000 
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研究分野：人文学 

科研費の分科・細目：人文地理学・人文地理学 

キーワード：経済・交通地理学 

 
１．研究開始当初の背景 

（1）近年のグローバリゼーションの進展と、

情報通信技術の発展によって、企業にとって

地理的な条件の重要性は以前とは異なって

きているように思える。しかし、世界各地で

特定の産業が地理的に集中している傾向が

見られ、日本企業においても 1980 年代以降、

研究開発活動のグローバル化やローカル化

が進み、知識生産の効率性を高めるために地

理的な再配置が進んでいる。このような傾向

をふまえて、経済政策の新しい視点として、

集積やクラスターの理論が注目されている。

これは特定の地域に立地している大企業、中

小企業、大学・研究所などの研究者や技術者

が活発に交流し、系列に代表される垂直的な

関係ではなく、水平的な関係を構築し、世界

市場を目指した新技術や新製品を開発する

ことを目的としている。そして、実際に 2001

年から経済産業省が産業クラスター計画を、

2002 年から文部科学省が知的クラスター計
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画を日本全国で推進している。しかし、この

ような集積やクラスターへの注目に比して、

研究開発活動に及ぼす集積の効果に注目し

た実証分析は十分には行われていないよう

に思われる。 

（2）一方、これまで日本の企業は、管理部

門や生産部門などを機能別に分割した立地

戦略を採ってきた。具体的には、管理部門は

本社・支社・支店・営業所として、生産部門

は拠点工場・量産工場・分工場・生産工場な

ど機能別かつ階層的に分かれ、高度機能や上

位階層の事業所は大都市圏に、低位機能や階

層は周辺地域や縁辺地域に立地する「階層的

立地」の形態が特徴的であった。これらの階

層的立地は日本の地域構造を規定するとと

もに、国内からアジアなどへの展開も同様の

形態をとってきたことが既存研究で指摘さ

れてきた。しかし、これらの見解は生産部門

とそれに付随する管理部門に限定され、研究

開発機能の立地に関しては十分な研究がな

されてこなかった。都市システム研究との関

連で中央研究所が大都市圏に集中している

実態については調査研究が存在するものの、

研究開発機能の立地戦略に関する実証研究

や研究開発機能の組織と立地との関連を検

討した研究はほとんどみられない。 

（3）また、我が国企業の研究開発活動は基

礎研究から応用研究・開発設計までをフルセ

ットで有し、中央研究所の基礎研究から生産

工場の開発設計機能までをリニアモデルで

行ってきたとされるが、市場の不確実性の増

大や先端技術などの研究開発費の膨張など

を背景にリニアモデルが限界をむかえてい

る。特に、ハイテク産業は先端技術のデバイ

ス開発に膨大な研究開発投資が必要になっ

ており、社内の人材面やコスト面を背景に企

業間の共同研究や産官学連携が重要視され

る傾向にある。総務省から毎年だされている

『科学技術研究調査報告』においても民間企

業の社外研究費が増加しており、社内の研究

開発機能と社外のリソースを効果的にコラ

ボレーションすることが必要となっている

ことが伺える。また、新聞･雑誌記事などで

は、基礎研究の縮小、応用研究の重視や生産

工場における開発設計から量産までの一体

化などが報告されており、社内の研究開発機

能も組織的な再編が進んでいることが示唆

される。すなわち、企業内外の研究開発活動

が組織的にも地理的にも変容しつつある。こ

のような背景から政策面でも、効果的な共同

研究や産官学連携を進めるために地域資源

を結集する政策が採られるようになってき

ている。 

（4）以上をふまえ、本研究の意義は、①こ

れまで定性的，あるいは文献解釈的にしか考

察されてこなかったイノベーションの地理

的含意について，特許を利用した数量データ

の統計分析によって近接性や地域集積の含

意を計量的に明らかにすることにより、集積

論と立地論の接合を実証研究から図ること

である。近年は、特許を利用した多面的な分

析が進んでおり（財団法人知的財産研究所編、

2007）、斯学においても積極的な利用方法の

開発が望まれる。②企業の立地戦略や組織的

な行動を考察する「企業の地理学」のアプロ

ーチを発展させつつ、知識生産やイノベーシ

ョンと深く関わる研究開発機能の立地変動

を明らかにすることである。③研究開発機能

の再編と立地の特徴を明らかにすることで、

研究開発活動が地理的に集中しつつあるの

か、もしくは分散しつつあるのかという点か

ら知識生産に関わる新たな地域構造を展望

することにある。④企業間の共同開発や産学

官連携などが進展しつつあるなかで、既存集

積やクラスターなど地域的なコラボレーシ

ョンが企業の研究開発活動にとって、どの程

度効果があるのかについて企業の立地戦略

や政策の両面から検討することにある。 

 

２．研究の目的 

企業の「知識生産」に着目し、特許等のデ

ータベースを利用した定量的な分析とフィ

ールドに基づいた定性的な分析とを接合す

ることによって、研究開発機能の立地と研究

者・技術者の地理的分布から産業集積の含意

を明らかにすることである。 

 

３．研究の方法 

研究の着眼点やアプローチは以下の 3点で

ある。第 1 に、「知識生産」のメカニズムに

ついて、特定技術領域における特許の出願デ

ータから、出願人の住所、出願内容、被引用

文献などを利用することにより、地理的な定

量分析が可能なデータセットを加工編集す

ることである。第 2 に、「企業の地理学」に

おける成果を敷衍して、企業の研究開発機能

の変化を時系列で考察するとともに、近年活

発化している企業の範囲を超えた共同研究

や産官学連携などの研究開発活動が地域的

集積やクラスターといかなる関連性を有し

ているのかという点について明らかにする

ことである。第 3に、都市システムや地域構

造からみた研究開発活動の地域的集中もし

くは地域的分散がどのように「経済地図」と

して描けるのかという問題意識から、知識生

産やイノベーションという枠組のなかで集

積の含意を、上記 2 点のアプローチから定量

的かつ定性的に明らかにすることである。研

究対象は、エレクトロニクス系のハイテク産

業であり、研究開発機能が再編され、特許の

出願件数が増加し、共同研究・産官学連携が

活発化していく 90 年代中頃から現代までの

約 15 年間を主な範囲とする。 

 



 

 

４．研究成果 

（1）本研究のフィージビリティスタディと

して、特許の経済分析および特許と集積の関

係について文献調査を行い、方法論の整理と

斯学への導入可能性について検討した。実証

研究の進展としては、日本と米国の特許デー

タベースを用いて、実際の実証研究に用いる

データセットの加工編集作業を進め、特に

2009 年度は日本の特許データベース（具体的

には「Patolis」のテキスト版）を扱い、Perl

を用いてテクスト解析を行いデータベース

の作成を進めた。データベースの作成にあた

っては、日本の特許データベースを用いて特

定領域を取りあげ、半導体デバイスの「メモ

リ技術」、薄型パネルディスプレイの「表示

装置技術」などの基幹電子部品技術と、それ

らの統合製造技術に焦点をあててデータ構

築を進めた。特許の分析と産業立地との関係

を議論するために、薄型パネルディスプレイ

について企業行動のケーススタディを現地

調査などから進めて、1990年代前半から 2009

年までを対象にして、産業立地における機能

変化・人員増減・配置転換などについて検討

した。それと同時並行で売上高・営業利益・

研究開発費・研究開発部門従業員数・研究所

／開発センターの拠点数等も業界資料（『電

子工業年鑑』など）などから時系列でデータ

ベース化し、研究開発活動の類型化と特徴的

な傾向を明らかにした。研究開発活動の類型

化については、製品分野別と科学技術分野別

でそれぞれ行い、各メーカーの研究開発費と

人材のウェイトが部門別でどのように差異

があるかという点に着目し、時系列での立地

変動や組織再編と特許の生産性との関連性

について考察した。以上の成果の一部につい

て、2009 年度は論文１篇、学会発表３件、著

書（分担執筆）２冊で報告した。 

 

（2）ハイテク産業のうち、半導体・FPD 産業

を対象として、メーカーの社内技報、学術誌、

特許等のデータベースなどを用いて、製品分

野別・技術分野別の研究開発活動を時系列で

整理し、研究所・開発センター等の立地デー

タとのマッチングから地理的な分布の検討

を行った。これらのデータベースによる考察

と合わせて、シンガポール、マレーシア、ア

メリカ・シリコンバレーで現地ヒアリング調

査を行い、問題の所在を確認するととともに、

論点の精査および検討を進めた。特にフィー

ルド調査では、日系企業の海外展開および立

地行動のグローバル化に関して、ハイテク製

品の分業関係に焦点をあてるとともに、研究

開発について立地調整の状態を把握する目

的で行った。また、共同研究や産官学連携に

注目して、集積間の研究開発活動にも注目し、

国内では産業クラスター政策や知的クラス

ター政策の各種施策に関わる機関・施設の資

料分析、国際的には大手企業による研究開発

活動の広報資料をもとに分析を行い、定量的

なデータベースと合わせた多面的な考察を

進めた。これらの成果については、国際学会

と国内学会で２件口頭発表するとともに、学

術誌「研究 技術 計画」で特集号を編集し、

学術論文１編を刊行した。 

 

（3）最終年度では、これまでの 2 年間の進

捗状況をふまえ、日系企業を中心とした研究

開発の動向を定量的なデータベースからそ

の特徴を明らかにした。その際、これまでの

試行錯誤のなかから最も汎用的な利用可能

性をもつ IIP データベースのカスタマイズデ

ータを用いた。IIP データベースの公開はま

だ日が浅く、経済地理学や産業集積論の分野

での利用は本邦初の試みとなる。具体的には、

特許の定量的な分析から抽出できる研究開

発活動の地理的側面を主に考察した。特に、

日系企業によるアジアなどの産業集積への

展開、集積間ネットワークの状態、研究者・

技術者の流動性、電機・電子メーカーを中心

とした技術開発状況（社内技報、理工系学術

誌データベースなどからの考察）、研究所・

開発センター等の立地集計データなどから

の考察結果と合わせ、現代企業における知識

生産の特徴、ハイテク産業の集積との関連性、

アジアと日本の国際分業からみる今後の発

展可能性などを検討した。前々年度、前年度

までで実施したフィード調査で明らかにな

った知見を一般化することに主眼をおき、計

量的な手法を用いて総括的な考察を行った。

これらの研究成果を論文１篇、学会発表１件

で報告し、専門書、国内学術誌および海外学

術誌に投稿する準備を進めた。 
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